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南海トラフ地震対策の充実強化に関する提言 
 
東日本大震災の教訓を踏まえ、全国各地で大規模な地震や津波を想定した防

災・減災対策が進む中、国においては「南海トラフ地震に係る地震防災対策の

推進に関する特別措置法」の制定や、「南海トラフ地震における具体的な応急

対策活動に関する計画」の策定が行われるとともに、南海トラフ地震臨時情報

の運用が開始されるなど、具体的な法令・制度の整備が進められてきました。 
また、懸案であった「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」終

了後の新たな取組として、１５兆円規模の「防災・減災、国土強靱化のための

５か年加速化対策」が地方の意向を踏まえた形で実現され、地方においても、

国からの強力な財政支援のもと、人命と財産を守るための対策が着実に進んで

おります。 
一方、令和４年１月には、日向灘を震源とするＭ6.6 地震が発生し、また、

震度４以上の地震が全国で頻発するなど、活発な地震活動が続いており、あら

ためて近い将来、非常に高い確率で発生するとされている南海トラフ地震、津

波に対する対策が急務であると痛感しているところです。 
 南海トラフ地震においては甚大な被害が予測されており、住宅の耐震化促進

や、津波避難施設、河川・海岸堤防、大規模災害に対応できる道路網等の整備、

コンビナートや石油・ガスの二次基地の地震・津波対策などのハード事業や、

堤防整備の効果を踏まえた浸水想定を行うための手法の確立や、医療リソース

の需要量に対して供給量が「絶対的」に不足する被災地内の医療救護体制の充

実、被災地外からの支援機能の更なる強化や、広域的な地震・津波観測網を利

用した予測システムの整備などのソフト事業に加え、南海トラフ地震臨時情報

の運用開始とともに浮かび上がった市町村の財政負担への支援などについて、

引き続き強力に推進していく必要があります。 
また、これらのハード・ソフト事業については、中長期的な被災地の衰退を

防ぐため、被害の軽減と復旧・復興期間の短縮を併せて実現する「事前復興」

の考え方に基づき取り組んでいくことが必要です。 
これらの課題解決のためには、国における継続的・安定的な財源確保や、制

度の柔軟な運用により、地方財政の一層の負担軽減を図っていくことが欠かせ

ません。 
今後も、国の支援のもと、国と地方が連携して一体的な取組を進めていくた

めに、次の項目について実現するよう提言します。 

 



 
南海トラフ地震対策を推進するための予算の確保・財政支援措置

の充実及び制度の柔軟な運用について 

 

 ＜南海トラフ地震の概要＞ 

  想定される被害と対策により期待される効果 

 

 ＜提言項目＞  

(1)  南海トラフ地震・津波対策に必要な財源の確保 

(2) 南海トラフ地震臨時情報発表時の迅速な防災対応のための取組の推進 

(3) 事前復興：被害の軽減と復旧・復興期間の短縮により損失を抑制 

(4) 住宅の耐震対策に必要な財源の確保 

(5) 津波避難対策緊急事業計画の実現に対する予算枠の確保及び地方負担

の軽減 

(6) 南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域内の津波避難困難地域を解

消するための配慮 

(7) 地震・津波対策のための河川・海岸堤防の整備、排水機場の耐震化・

耐水化の支援 

(8) 河川・海岸堤防の整備効果を踏まえた浸水想定を行うための評価手法

の確立 

(9) ゼロメートル地帯等の地域の実情に応じた総合的な防災・減災対策へ

の支援強化 

(10) コンビナート等の地震・津波対策の迅速な推進 

(11) 石油やガスの二次基地における施設の耐災化に係る補助事業の拡充と

期間延長について 

(12) 国の具体計画に基づく大規模な広域防災拠点等の機能向上・財政支援 

(13) ミッシングリンクの解消、暫定２車線区間の４車線化、ダブルネット

ワークの強化等、災害に強い国土幹線道路ネットワークの構築 

(14) 発災直後の緊急物資と経済活動を確保する耐震強化岸壁等の整備によ

る災害に強い港湾づくりへの支援 

(15) 医療施設や防災拠点等人命にかかわる重要施設の機能を維持するため

に必要な水道施設の耐震化及び応急給水や応急復旧の事前対策の促進 

(16) 医療資源が絶対的に不足する事態を回避するための災害時における医

療救護体制の強化 

(17) 広域的な「地震・津波観測網を利用した予測システム」の整備 
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４．国土強靱化地域計画の推進

南海トラフ巨大地震による甚大な被害の状況と事前投資による防災・減災効果

・全国民の約53％が居住
（約6800万人）

●30都府県750市町村が被災
（全国面積の約32％）

（震度６弱以上又は沿岸部
津波高３ｍ以上の市町村）

・一般病床数 全国の約53％

・製造品出荷額 全国の約66％
（約189.5兆円）

・生産農業所得 全国の約38％
（約1.2兆円）

●影響都府県、市町村には

事前対策を実施することにより
復旧費用も大幅に削減が可能

効果② 復旧費用の削減

事前対策を実施することにより
復旧・復興期間の大幅な短縮が可能

効果③ 復旧・復興期間の短縮

該当面積 今回の震度分布 中央防災会議（2003）

震度6弱以上 約7.1万km2 約2.4万km2

震度6強以上 約2.9万km2 約0.6万km2

震度７ 約0.4万km2 約0.04万km2

（※）東海地方が大きく被災するｹｰｽ(冬・深夜)、地震動：基本ｹｰｽ、津波：ｹｰｽ①、早期避難率低

想定震度７
１０県１５１市町村!!

１．経済や産業の中枢が被災

建物倒壊による死者数
（冬・深夜、地震動は基本ｹｰｽ）

現状
（耐震化率約79％）

耐震化率100％

約38,000人 約5,800人

被災後の復旧復興には莫大な費用と時間が必要

２．前例のない甚大な被害

想定死者数

建物の倒壊 約 82,000人

津 波 約230,000人

火 災 約 10,000人

崖崩れ 約 600人

合 計 約32万3千人

全壊棟数

揺れ 約1,346,000棟

津 波 約 154,000棟

火 災 約 746,000棟

液状化 約 134,000棟

崖崩れ 約 6,500棟

合 計 約238万6千棟
出典：H24.8.２9「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）」より

※想定死者数は、東海地方が大きく被災するケース（冬・深夜）、地震動：陸側ｹｰｽ、津波：ｹｰｽ①
※全壊棟数は、九州地方が大きく被災するケース（冬・夕・風速8m/s）、地震動：陸側ｹｰｽ、津波：ｹｰｽ⑤

３．事前投資による防災・減災効果

現状で指定されている津波避難ビルの有効
活用

津波による死者数（※）

考慮しなかった場合 考慮した場合

約224,000人 約157,000人

出典：H24.8.29「南海トラフ巨大地震の被害想定について」より

建物の耐震性強化

死者・
建物被害

ライフライン
・経済被害

想定被害
（被災直後）

東日本大震災

断水 約3,440万人 約230万戸

停電 約2,710万軒 約871万戸
（東北・東京電力管内）

避難者数 約950万人 約47万人

経済被害 約220兆円 約16.9兆円

出典：H25.3.18「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第二次報告）」より
※東海地方が大きく被災するケース（冬・夕方・風速8m/s ）、地震動：陸側ｹｰｽ、津波：ｹｰｽ①、被災直後
※東日本大震災：内閣府、復興庁、資源エネルギー庁各種資料より

想定死者数は、
従来の

約１３倍！

経済的被害は、
国家予算の

２倍以上！

出典：H25.3.18「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第二次報告） 」より

現状
（耐震化率79％）

対策後
（耐震化率100％、津波避難迅速化）

被害額 約２２０兆円 約１１２兆円

出典：中央防災会議「南海トラフ巨大地震の被害想定に
ついて（第二次報告）」 （平成25年3月18日）

◆避難空間の早期確保
◆避難時間の確保
◆住宅の耐震化

経済的被害人的被害

人的被害の軽減のために

効果① 被害の軽減

1

津波高 中央防災会議（2003）

各県最大 内閣府（2012.8.29）

南海トラフ巨大地震により想定される経済的被害は、

約220兆円(※)にものぼるが事前対策（建物耐震化、
津波避難の迅速化等）により大幅に軽減することが可能

国土強靱化に係る国の他の計画等の
指針となるべきもの（＝アンブレラ計画）
【政府が作成】

国土強靱化基本計画

指針

国の他の計画
（国土強靱化基本計画が基本となる）

国による施策の実施

国土強靱化に係る都道府県・市町村の他の
計画等の指針となるべきもの（＝アンブレラ
計画） 【都道府県・市町村が作成】

国土強靱化地域計画

指針

都道府県・市町村の他の計画

都道府県・市町村による施策の実施

調和

各地域が主体性を確立

◆各地域の脆弱性評価を通して、地域で「対応できる
こと」、「対応できないこと」が明確になる

◆国・地域同士の対話を進めることにより国土強靱化
をスパイラルアップさせる契機になる

◆各地域が主体性を確立し多様性の再構築につながる

危機感の共有地域計画策定のメリット

国土強靱化地域計画に基づき、防災・減災対策を着実に推進

表裏一体

地方創生

国土強靱化

出典：H24.8.29「南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）（震度の最大値の分布図）

1.9
3.8

平成30年12月変更
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○国家百年の大計として、災害に強いふるさとを創り上げていくためには、南海トラフ地震という国難レベルの災害への対策を
継続的に実施し、地方の安全・安心を確保することが重要。

(1)南海トラフ地震・津波対策に必要な財源の確保

◆緊急防災・減災事業債や、強靱な国土形成に向けた財政支援制度など
南海トラフ地震・津波対策のため、継続的に財源を確保すること

提 言

震度７の揺れと巨大津波の脅威に対し、地方が継続的に地震・津波対策を進める必要がある

（※１）平成30年度第２次補正予算額（国費）
（※２）令和２年度第３次補正予算額（国費）
内閣官房国土強靱化推進室資料参照

全国防災事業 緊急防災・減災事業債 ３か年緊急対策 ５か年加速化対策

継続して実施すべき事業が多く残され
ており、2026年度以降も引き続き財源
の確保が必要

庁舎移転

防災拠点施設

海岸事業

道路事業

農業基盤整備事業

4,393 
1,773 1,719 

3,922 

1,350 
4,550 5,000 

5,000 

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 

10,823 
14,518 

12,400 

19,656 

0
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000
12,000
14,000
16,000
18,000
20,000
22,000
24,000
26,000
28,000
30,000

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

全国防災事業、緊急防災・減災事業、３か年緊急対策、５か年加速化対策の推

移（地方財政計画計上額）

全 国 防 災
事 業

３ か 年 緊
急 対 策

５ か 年 加 速
化 対 策

2020年度までの
財源が確保された 2025年度までの

財源が確保された

緊急防災・減災事業債

防災・減災、国土強靱化のための５か年緊急対策

防災行政無線システム

※１

※２

2
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●臨時情報が発表された場合に、市町村が避難所を開設・運営するための財政的な負担が大きい
●住民への制度周知が不十分であり、事前避難の必要性が理解されていない
●ライフライン企業や交通事業者等、臨時情報が発表された場合の対応方針が定まっていない

①臨時情報が発表された場合に、市町村の避難所開設や運営に係る財政的な負担を軽減するため、国に
よる支援の仕組みを整備すること（半割れケース、一部割れケース）

②臨時情報を適切な住民避難につなげるため、「南海トラフ地震」の基本的な事項を国民に理解してもら
うための丁寧な広報を行うこと

③住民生活に密接にかかわり、かつ複数県域にまたがるライフライン企業、交通事業者等の対策の促進を
図るため、業種に応じた全国統一的な指針を策定すること

現 状

提 言

災害救助法適用等の
支援の仕組み

地方
負担

総事業費
（全額地方負担）

○臨時情報が発表された場合、自主避難も含めて、避難所
の開設・運営に必要な経費に対して、半割れケースでも一部
割れケースでも、財政支援の仕組みが必要

(2)南海トラフ地震臨時情報発表時の迅速な防災対応のための取組の推進

臨時情報を活かし、国民の命を守るためには

①避難所の開設・運営に係る財政負担の軽減が必要 ②事前避難の必要性を理解してもらうため、住民に対して丁
寧な周知が必要

発生日 震央名称（地震名称） M
1931/11/2 日向灘 7.3
1941/11/19 日向灘 7.6
1948/4/18 昭和南海地震（余震） 7.4
1961/2/27 日向灘 7.5
1968/4/1 日向灘 7.7
2004/9/5 三重県南東沖 7.3
2004/9/5 三重県南東沖 7.5

南海トラフの想定震源域周辺における
過去のM7以上8未満の地震発生状況

参考：内閣府　「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応
　　　　　　　　　　検討ガイドライン【第1版】（平成31年３月）」

一部割れ
15年に一度

程度

③複数県域にまたがるライフライン企業・交通事業者等には
全国統一的な対応の指針が必要

○臨時情報を適切な住民避難につな
げるため、「南海トラフ地震」の仕組
等、基本的な事項から丁寧な周知
を行い、制度の趣旨を国民に浸透さ
せる周知が必要

○ライフライン企業、交通事業者等は、その大部分が複数県にま
たがって事業を展開していることから、臨時情報への対応方針の
策定を支援するためには、全国統一的な指針が必要

知っている
20.3％

知らない・
無回答等
79.7％

高知県実施 令和３年度｢地震・津波県民意識調査｣結果
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●東日本大震災の復興は道半ばである。
●南海トラフ地震の被害は、東日本大震災を上回る見込み。

現状

・住宅、病院等の高台移転
・病院、港湾施設等、拠点施設の耐震化
・耐震強化岸壁の整備
・広域防災拠点の機能強化 など

（3）事前復興：被害の軽減と復旧・復興期間の短縮により損失を抑制

社
　
会
　
機
　
能

事前復興による被害の軽減と復旧・復興期間の短縮

発　　災

損失抑制

復旧・復興期間短縮

被害軽減

損 失

損失を大幅に

抑制

●復興の遅れが被災地からの人口流出を加速させ、深刻な地
域の衰退を招く可能性がある。

課題

復興を迅速に進めるため、復興の推進体制、復興方針や計画
の策定手順を事前に明確化

被害を最小化するための事前の減災対策や、迅速な復旧を可
能にするまちづくりを平時から推進

事前の減災対策復興事前準備

◆ 事前復興を法令等に明確に位置付けるとともに、国に
おいて事前復興を推進するための体制を整備すること

◆ 地方自治体が事前復興の観点で独自に実施するソフ
ト事業・ハード事業に対する財政支援を充実させること

提
言

事前復興の考え方に基づく
ソフト・ハード事業の推進が
復旧・復興期間の短縮と
被害の最小化に効果的

被害を最小化し、復旧・復興を短縮させるには、「事前復興」の考え方が重要

創造的復興（ビルド・バック・ベター）を目指す

・応急仮設住宅用地や災害廃棄物の仮置き場の確保
・津波浸水域に重点化した地籍調査
・災害廃棄物処理等、災害対応のノウハウを有する人材の育成
・病院、港湾施設等、拠点施設のＢＣＰ策定 など

事前復興を横断的に推進する体制の整備が必要

地域が目指す将来像を、事前に地域住民と共有する、または被災後に速やかに施策に反映させる仕組みを整備することで、復
旧・復興をスムーズに行うことができる。

事前復興計画の策定

ハ
ー
ド
事
業

4

ソ
フ
ト
事
業



●耐震改修促進計画に基づく

国の基本方針 (告示)

・住宅の耐震化の目標
R12：耐震性を有しない住宅のおおむね解消

・耐震性不足の住宅は約700万戸（H30）と推計

・耐震改修実績はH30までの

15年間で75万戸と推計

●全国における補助による改修の実績は

・H30で0.9万戸

●住宅の補強設計等と耐震改修を総合的に
支援するメニューが創設されたことで定額
１００万円の支援が可能に

・戸別訪問等の積極的な取組を行うとともに

毎年度検証・見直しを行う地方公共団体が対象

(５)住宅の耐震対策に必要な財源の確保 （案）

5
◆住宅の耐震対策の全国的な推進を図るため、防災・安全交付金の重点配分対象事業とし、

必要な財源を継続的に確保すること

提 言

３．耐震化が進めば公費支出削減
【高知県でのケーススタディ】
※4,500棟の耐震改修を行った直後に発災した想定で試算

津
波
か
ら
の

逃
げ
遅
れ

道路閉
塞によ
る消防
活動、
救急搬
送の阻

害

地震
火災
の

発生
・

拡大

膨大な公費負
担が発生

住宅の倒壊が原因と
なるものに加えて、さ
らに多くの命が失われ

てしまう

復興の担い手を失う 財政が逼迫

復興が遅れてしまう

住宅の耐震化は、地震に伴う

様々なリスクを同時に低減させる効果が大!!

地震によって多数の住宅が倒壊すると、
多くの命が失われるだけでなく…

0

100

200

300

400

未耐震化 耐震化済

災害公営住宅

災救法供与

生活再建支援
ガレキ処理

約252億円

約360億円

事後対策

事前対策

4,500棟の住宅の耐震改修が
実施されなかった場合

トータルで
約108億円の

公費支出削減!!

５．平成30年度から
住宅・建築物安全ストック形成事業
（防災・安全交付金の基幹事業）が拡充

４．住宅耐震化の加速化は

全国的な課題

１．『住宅耐震対策入り口』論

２．耐震化が進めば死者・負傷者減少

0

50000

その他

津波

揺れ

死者数の
推計

(人
) 42,000人

1,800人
9,100人

【高知県でのケーススタディ】

・住宅耐震化率

・津波避難空間整備率

・津波早期避難意識率

24%    99% 100%
20%    73% 100%

H25.5 R4.3 将来

あらゆる取組を
総動員し、

限りなくゼロへ!!

4,500棟の住宅の耐震改修に
対して補助する場合

南海トラフ地震は
必ず発生する!!

(４)住宅の耐震対策に必要な財源の確保

家を失った被災者への
支援ニーズが増大

・避難所の確保
・応急仮設住宅の供給
・災害公営住宅の整備
・震災ガレキの撤去・

処分 等

74% 87％ 100％

～住宅の耐震化は、様々な地震対策の入り口である～

5



(５)津波避難対策緊急事業計画の実現に対する予算枠の確保及び地方負担の軽減

●津波避難タワーや平時も活用できる複合型施設などの津波避難施設は、 安全な高台等への避難が困難な地域に
おいて住民の生命を守るための重要な施設であり、短期集中的に整備を進めていくことが必要

●津波避難施設の整備には多額の費用が必要

①津波避難タワー等の津波避難施設の整備を促進するため、南海トラフ地震対策特別措置法の
補助嵩上げ措置に係る十分な予算を確保すること

②地方の財政負担軽減のため、補助嵩上げ措置適用後の地方負担分について、緊急防災・減災
事業債が適用できるよう、制度の見直しを行うこと

●南海トラフ地震対策特別措置法による
補助嵩上げに対し、継続的に、十分な
予算が必要

現状と課題

●津波避難施設の整備により、地方負担が増大する

提 言

①補助嵩上げ措置の国の予算確保が必要

6

・緊急防災・減災事業債を交付金事業等の地方負担分にも適用でき
るよう、制度の見直し等

地方の財政負担を軽減しつつ、津波避難施設を早期に整備するためには

【例】都市防災総合推進事業を活用した場合

都市防災総合推進事業（補助率2/3）

国 費

起 債

交付税措置

総事業費

地方負担の軽減！

地方
負担

※地方負担分に緊防債を充当することができれば、地方の財政負担の軽減が可能となる

②地方の財政負担のさらなる軽減が必要

整備は進んでいるが、必要
な施設はまだまだある

●津波避難タワー（宮崎県）

●避難路（高知県）

津波避難対策緊急事業計画
残事業数

10県合計 ５３
（Ｒ４.3末見込）



(3)津波避難対策緊急事業計画の実現に対する予算枠の確保及び地方負担の軽減

【南海トラフ巨大地震（Ｌ２）の場合】
◆高い津波が極めて短時間に到達するため、堤防や津波避難施設の整備で逃げ切れない地域を対象に、
住宅の高台移転など地域改造を促進するための新たな制度を創設すること

【東海・東南海・南海３連動地震（Ｌ１）の場合】
◆津波から住民の命を救うため、河川・海岸堤防、港湾・漁港施設の強化に必要な予算を確保すること
◆津波避難困難地域の解消に向け、避難路や避難場所等の整備に必要な防災・安全交付金の予算を確保
すること

提 言

7

(６) 南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域内の津波避難困難地域を解消するための配慮

津波避難対策特別強化地域には､津波から逃げ切れない津波避難困難地域が存在

避難路や避難場所等の津波避難施設、堤防等の整備、住宅の高台移転などの地域改造が必要

発生頻度の高い３連動地震においても､津波避難困難地域が存在し､
命を守る津波対策への支援が必要

課 題

■ 南海トラフ巨大地震（Ｌ２）による津波避難困難地域

南海トラフ巨大地震は高い津波が極めて短時間に到達すること

から、３連動地震津波に対する堤防整備や津波避難施設の整備

では津波避難困難地域を解消できない地域があり、また、現行制

度の防災集団移転促進事業では市町や住民の負担が大きくなる

ため、地域改造を促進する新たな制度の創設が必要

【防災集団移転促進事業における現行制度と東日本大震災被災地特例の比較】

 

 現行制度 東日本大震災被災地における特例 

補助率 ３／４ ７／８ 
（震災復興特別交付税により地方負担なし）  

補助対象項目 

ごとの限度額 

下記の項目に設定 

・住宅団地の用地取得及び造成に要する費用 

・住宅団地の公共施設整備費用 

国土交通大臣が認める場合は限度額を超え

ることができる 

補助基本額の 

合算限度額 
移転住居１戸当たりの合算限度額を設定 限度額なし 

■ 東海･東南海･南海３連動地震（Ｌ１）による津波避難困難地域

串本漁港

串本駅

串本町
役場

サンゴ台

漁港外郭施設嵩上、耐震化

海岸堤防嵩上、耐震化

Ｒ４２

宮川 津波避難施設

串本警察署

串本古座
高校

串本海岸

凡例
避難先及び避難目標等
（３連動地震 浸水想定区域外）
避難先及び避難目標等
（巨大地震 浸水想定区域外）

津波避難ビル及びタワー

津波避難可能地域（３連動地震）

津波避難困難地域（３連動地震）

津波避難困難地域（３連動地震）
居住地域・避難ビル等反映

解消のための対策（町事業）

解消のための対策（県事業）

堤防等整備位置

串本町串本地区

津波避難ビル

津波避難ビル

津波避難ビル



8

水門等の耐震化

(７)地震・津波対策のための河川・海岸堤防の整備、排水機場の耐震化・耐水化の支援

① 地震・津波からの被害の防止・軽減や早期復旧のため、地域の実情に応じた河川・海岸
堤防の耐震化や粘り強い構造への整備促進に対する十分な予算を確保すること

② 長期浸水の早期解消のための排水機場の耐震化・耐水化への支援を強化すること

避難時間を稼ぐために、堤防等の耐震化、液状化対策を進めることが重要

L1 津波 高
L1津波の水面

L2 津波高

避難計画の策定

L2津波の水面

海 面

粘り強 い構 造

堤防

市街 地

耐震性能
の確保

現況の施設などに対して、
Ｌ２津波が乗り越えた場合の水位

●津波対策のイメージ図

・Ｌ１津波に対する堤防の耐震性能を確保
・Ｌ２津波に対しては、粘り強い構造にすることで、浸水を遅らせ、

浸水深や浸水域を減少させる効果が期待できる

早期の対策が必要 浸水を早期に解消する対策が必要

高知市における排水に要する期間 (高知県試算)

・ポンプ車(30トン/分)２０台を２４時間稼働さ
せた場合

約１４日

約６７日

・現状の河川堤防、三重防護による海岸堤
防、水門、排水機場を耐震化・耐水化した
場合

地盤が沈降する地域やゼロメートル地帯での長期浸水
を早期に解消するために、揺れや液状化に備えた排水
機場の耐震対策や機能強化を進めることが重要

静岡県 愛知県 三重県 和歌山県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 大分県 宮崎県

2 9 4 2 6 81 19 3 18 16

津波(+1m)到達時間 (単位：分)短時間で襲って来る津波

●昭和南海地震の際に高知市では約1.2ｍ地盤が沈降

提 言

・地盤が沈降する地域やゼロメートル地帯では長期浸水となるリスクが大
・排水機場の耐震化・耐水化により、長期浸水の早期解消が期待できる

この地図は、承認番号「平成24情複、第566号」により国土地理
院長の承認を得たものから、一部抜粋して使用したものである

長期浸水面積 2,800ha
浸水域内居住人口 13万人

第１ライン
第２ライン
第３ライン

三重防護

高知市長期浸水範囲

河川堤防の耐震化 海岸堤防の耐震化

8



現
状

課
題

提
言

これまで多額の費用を投じて整備してきた河川・海岸堤防について、最大クラス（L2）の津波に
対する効果を定量的に評価する手法を確立すること

可住地
～2m

津波シミュレーション結果

「土木学会：東日本大震災合同調査報告，共通編 2 津波の特性と被害から作成」

津波浸水想定における堤防の整備効果

国土強靱化関連予算などを最大限活用し、発生頻度の
高い一定程度の津波（L1津波）に対する堤防の整備を
促進している。

また、最大クラス（L2津波)の浸水想定に対する警戒避
難体制※の整備を図っている。

堤防は、破壊されながらも
残存し、津波を減衰している

土木学会の津波痕跡調査

津波越流時

津波越流と同時に
堤防なし（高さゼロ）と扱う

津波が越流しても、
高さゼロになっていない

＜イメージ図＞

現在の
津波浸水想定

浸水区域の減少

出典：関本 義秀, 西澤 明, 山田 晴利, 柴崎 亮介, 熊谷 潤, 樫山 武浩, 相良 毅, 嘉山 陽一, 大
伴 真吾, 東日本大震災復興支援調査アーカイブ構築によるデータ流通促進, GIS-理論と応
用, 2013, 21 巻, 2 号, p. 87-95, https://doi.org/10.5638/thagis.21.87

出典：岩手県沿岸における津波浸水シミュレーション
等の公表について 岩手県 公表日 H23.12.16、H28.3.10

浸水面積：約300ha 
（GISデータより計測）

浸水面積：約140.7ha 

53％減

堤防ありの
シミュレーションによる
津波浸水予測に基づく

まちづくり

復興まちづくりの事例（岩手県大船渡市）

復興まちづくり計画（土地利用等）

●河川・海岸堤防の整備により期待できる浸水
区域などの低減効果を考慮した復興まちづく
り計画などを事前に検討！

高知県の復興まちづくり計画
堤防あり堤防なし

現在の津波シミュレーション 実際の事例

河川・海岸堤防の整備効果を反映した復旧・復興

警戒避難体制の整備※

※県民の命を守る警戒避難体制の整備については、引き続き最悪の事態（堤防が壊れる）を想定した津波浸水予測を活用する

耐震性能の
確保
粘り強い構造

公園用地 産業用地

病院 市役所

浸水深の減少

（災害廃棄物仮置場など）

商業用地 住宅用地

学校

災害拠点施設

堤
防

道路（二線堤）

（応急期に必要となる機能の配置計画）

L2津波高

L１津波高

（仮設住宅）

津波避難タワー

仮設住宅や災害廃棄物仮置場など応急期に必要となる土地の確保や復興まちづくりのための土地
利用計画は、L2津波の浸水想定や被害想定に対応できることが求められている。
しかしながら、国の方針では、最悪の事態（堤防が壊れてゼロになる条件）のシミュレーション
によるため、想定規模が甚大となり土地の確保が困難となっている。
これまでに多額の費用を投じて整備してきた河川・海岸堤防について、L2津波に対する効果の定
量的な評価手法が確立されていない。

東日本大震災の津波痕跡調査

堤防あり堤防なし

可住地
～2m

津波越流時

(８)河川・海岸堤防の整備効果を踏まえた浸水想定を行うための評価手法の確立
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(９)ゼロメートル地帯等の地域の実情に応じた総合的な防災・減災対策への支援強化

◆南海トラフ地震対策特別措置法に基づく「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」に
指定されていないゼロメートル地帯等についても、地域の実情に応じた総合的な防災・減災
対策への支援を充実・強化すること

課 題

愛知県
三重県

ゼロメートル地帯等については、特別強化地域に指定されていなくても、強振動による液状化現象と地震発生
直後の河川・海岸堤防の沈降による浸水及びその後到達する津波により、広範囲が浸水し、長期的に湛水する
など深刻な被害が想定されている。

地域の実情に応じた早期の対策が必要

２．排水機場の耐震化・耐水化

排水に要する期間 (高知県試算)

・ポンプ車(30トン/分)
２０台を２４時間稼働
させた場合

約１４日

約６７日

・現状の河川堤防、三重
防護による海岸堤防、
水門、排水機場を耐震化・
耐水 化した場合

地盤が沈降する地域やゼロメートル地帯での長期浸水を早期に解消するために、
揺れや液状化に備えた排水機場の耐震対策や機能強化を進めることが重要

ゼロメートル地帯等への対策
３．避難場所等の整備

津波避難タワー

津波避難マウンド

愛媛県

提 言

４．広域避難体制の整備

多数の避難者が発生する
ため、国が積極的に避難
先や避難手段の確保を行
うなど、県境等を越えた
広域避難体制の整備が必
要

広域避難訓練の実施

10

１．河川・海岸堤防の耐震化、液状化対策

・Ｌ１津波に対し、堤防等の耐震化、液状化対策を進める
ことが重要

・Ｌ２津波に対しても津波到達前の
海水の浸入を阻止するなど、
避難時間を稼ぐための粘り強い
構造への強化が必要

三重県H26.3月公表
浸水予測図

［桑名市］
[木曽岬町]

［西条市］

愛媛県H25.6月公表
浸水予測図

愛知県H26.5月公表
浸水予測図

［名古屋］日本最大の
ゼロメートル地帯

愛媛県浸水予測図は、承認番号「平成25情複、第129号」により
国土地理院長の承認を得たものから、一部抜粋して使用したものである

排水機場の耐震化排水機場の耐水化

※内閣府「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」指定基準
・・・陸上において津波により３０ｃｍ以上の浸水が地震発生から３０分以内に生じる地域

海岸堤防の耐震化



（民間護岸への支援制度）

民有護岸の状況１．臨海工業地帯が抱える災害リスク

南海トラフ巨大地震に
より、我が国の産業競
争力と経済発展を支
える主要コンビナート
に甚大な被害

対策にスピード感を持って取り組むことが極めて重要

・外周護岸の防護機能強化に多大な時間と費用を要する
・民間事業者所有の護岸への投資

松山市 他

提 言 ◆外周護岸の防護機能の強化など、予防対策を迅速に推進すること
◆民有護岸等の地震・津波対策に対する支援（補助制度の創設、無利子貸付制度及び税制優遇措置

の拡充）を充実・強化すること

２．コンビナート護岸の状況 （四日市コンビナート（三重県））

主要コンビナート立地地区の想定震度・津波高・製造品出荷額

(10)コンビナート等の地震・津波対策の迅速な推進

国土強靱化と国際競争力強化に資するコ
ンビナート護岸の防護機能強化の早期実
現には国の支援が不可欠

サプライチェーンの根幹を支
える国内主要コンビナートの
外周護岸への支援強化を

石油精製

コンビナート外周護岸は一部民間企業が保有するなど、官民含め複数者が保有・管理
していることから、防護機能強化には官民の連携・役割分担のもと効果的な取組が必要

３．民有護岸の強化

出典：H24.8.29「南海トラフの巨大地震モデル検討会」
（第二次報告）（震度の最大値の分布図）
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課 題

石油化学

ガス供給
和歌山市 他

大

分

市

四
日
市
市

岩
国
市
他

倉

敷

市

周

南

市

高

石

市

川

崎

市

袖
ケ
浦
市

市

原

市

神

栖

市

震 度 ６強 ６強 ６強 ６強 ６弱 ６弱 ５強 ５強 ５弱 ４

津波高 ５ｍ ３ｍ ４ｍ ３ｍ ４ｍ ４ｍ ２ｍ ２ｍ ２ｍ ３ｍ

震度６弱以上【令和元年】

(億円)



※ 例えば、高知県内の燃料供給の9割以上を担うタナスカ地区、中の島地区は、
地震津波によるがれき等が漂流してきてタンクに衝突する可能性がある

※ 高知県のみならず、津波火災が想定される各沿岸域においては、喫緊の課題

左記の地図は、承認番号
「平30情使、第888号」
により国土地理院長の
承認を得て、同院発行の
基盤地図情報を使用。

高知県

気仙沼湾から燃えたまま漂着した瓦礫
出典：「東日本大震災 消防活動の記録」

（気仙沼・本吉地域広域行政事務組合消防本部）

（四万十市）

・津波火災の予防として石油やガス施設の
耐災化を推進
★補助事業を拡充し、全タンクに緊急遮断弁等
を設置
★津波によってがれき等が石油タンクへ衝突
しないよう、防護柵を整備 など

・施設を耐災化することにより、応急対策活動や、
復旧・復興のための燃料を確保

・経済産業省の「石油コンビナートの生産性向上及び強靭化推進事業費」により、石油
精製・元売会社の系列に位置付けられている製油所・油槽所は補助事業の対象。

・しかしながら、系列以外の中小事業者が設置している油槽所は補助事業の対象外であ
り、ガス施設の耐災化については補助が一部に限られているため対策が進まない状況。

・令和４年度から事業の対象は、特別警報級の大雨や高潮等を想定した対策に限定され、
大規模地震等を想定した対策は対象外。

・地方の石油基地には、地震対策が不十分な箇所も見受けられる。
・地震、津波により石油・ガス施設が被災する恐れあり。
・流出した燃料と浮遊するがれきが混ざり合うことで津波火災が発生する恐れあり。
・最悪の場合には、市街地に向けて延焼し、津波避難ビルにも迫るといったことが想定され
る。

２．現 状

５．目指すべき姿

・緊急遮断弁の増強など設備の安全対策

・タンカー桟橋・背後護岸、貯槽・構内配管の強化や防護柵の設置などの耐災化対策

３．対 策 石油やガスの2次基地における施設の耐災化を推進

４．課 題

緊急遮断弁のイメージ図

石油タンク

緊急遮断弁

配管

揺れを観測した
時に、弁を
自動閉鎖して
配管からの流出
を防ぐ

防護柵設置のイメージ図

中の島地区全景

タナスカ地区全景

（於：高知市浦戸湾周辺）

実施事例（高知県須崎市）

・最悪を想定して、全石油タンクが
満タンの状態で、全量流出した
場合のシミュレーション結果
・右図は、建物・木材がれきと油
の漂流結果を重ねたもの
・がれきが30kg/㎡以上集積する
と火災危険度が高まるとの事例
により、30kg/㎡を閾値とした
※東日本大震災で発生した津波火災における地形的

影響の考察と津波火災危険度評価指標の提案
：今津雄吾、野竹宏彰、北後明彦、今村文彦
（2014）自然災害科学 J.JSNDS 33-2 127-143

L.W.L

H.W.L

H.H.W.L

防護柵設置→

(11)石油やガスの二次基地における施設の耐災化に係る補助事業の拡充について

（四万十市）

提 言 ◆南海トラフ巨大地震のような大規模地震等を想定した施設の耐災化を推進できるように事業対象の見直しを行うこと
◆石油精製・元売会社系列以外の中小事業者が設置している油槽所や、ガス事業者が設置している施設の耐災化を推進することが

できるように補助事業を拡充すること
◆地方自治体等が防護柵整備などの津波対策を行うために補助事業を拡充すること

南海トラフ巨大地震により、地域
経済を支える石油やガスの二次基
地に甚大な被害が生じるおそれが
ある

東日本大震災では
津波火災が発生！

30㎏/㎡以上、油あり

30㎏/㎡未満、油あり

30㎏/㎡以上、油なし

30㎏/㎡未満、なし
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(12)国の具体計画に基づく大規模な広域防災拠点等の機能向上・財政支援

提 言

13

①「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」に基づく大規模な広域防災
拠点等の機能向上、及び県域を越えた拠点として機能の充実・強化を図るうえで必要な
新たな交付金等補助制度の創設など、特別な支援を行うこと

②「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」の実効性を高めるため、
地方と連携した訓練を充実すること

愛知

出典：H24.8.29「南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）（震度の最大値の分布図）

拠点機能の向上が必要

静岡

拠点名 都道府県名

富士山静岡空港 静岡県

名古屋飛行場（小牧基地）
愛知県

名古屋港

熊本空港 熊本県

大分スポーツ公園 大分県

南海トラフ地震における
具体的な応急対策活動に関する計画

（平成２７年３月３０日策定、令和３年５月２１日改定）

＜大規模な広域防災拠点の一覧＞

大分

熊本

現地対策本部

大規模な広域防災拠点

中部緊急災害現地対策本部訓練 H29. 6.20、H30.11.29

近畿緊急災害現地対策本部訓練 H28.12.22、H29. 7.29
四国緊急災害現地対策本部訓練 H28.11.17、H29.11.14、H31.1.16、R元.10.29、R2.11.18、
九州緊急災害現地対策本部訓練 H30. 7.31、R3.12.15

R3.12.8

「具体計画」の実効性を高めるため、地方と連携して南海トラフ地震を想定
した訓練の充実が必要
【訓練の実績】



(13)ミッシングリンクの解消、暫定２車線区間の４車線化、ダブルネット
ワークの強化等、災害に強い国土幹線道路ネットワークの構築

大規模災害に対し、脆弱な道路網

提 言

大規模災害時の円滑な広域支援の実施には、

ミッシングリンクの早期解消が必要不可欠！！

大津波により孤立集落の発生が懸念される

支援の手が行き届かない

高規格道路の整備状況

大規模災害発生時の円滑な救助活動、物資輸送を確保するため、高規格道路のミッシングリンクの解消や、
暫定２車線区間の早期４車線化、ダブルネットワークの強化等、代替性・多重性の早期確保を図ること

さらに
熊本地震では

大規模災害時において、早期に輸送路を確保するためには、暫定２車線区間の４車線化等、代替性・多重性の確保が重要！

【九州の例】東九州自動車道の暫定２車線区間の４車線化、国道の代替路として信頼性の高いルートを形成する九州中央自動車道や中九州横断道路の早期完成 など

【大分自動車道（湯布院ＩＣ～日出ＪＣＴ）の事例】
●大分自動車道の被災箇所は４車線で整備済であったことから、対面通行規制

（片側１車線）であったものの、短期間（24日間）で一般解放が可能となった

●国道57号阿蘇大橋地区が斜面崩壊により通行不能となったが、過去の災害で強固
に改良されていた国道57号滝室坂が使用できたため、物資輸送ルートが確保でき、
大分県から熊本県へのガソリン等の輸送が滞ることはなかった
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九州

■凡例

：開通済（２車線）
：開通済（４車線）
：事業中（未供用）
：事業中（４車線化）
：未事業化区間

【阿蘇くまもと空港】
〈大規模な広域防災拠点〉
①救助・救急、消火活動 等
②医療活動
③物資の受入・集積・分配

未事業化区間
【九州中央自動車道】
清和～蘇陽: 約7km
平底～蔵田: 約16km

未事業化区間
【中九州横断道路】

滝室坂～阿蘇、大津～大津西
九州縦貫道～熊本西環状道

：約22km

大分～犬飼: 約16km

未事業化区間
【東九州自動車道】

南郷～奈留: 約13km

和歌山

南紀田辺

すさみ南

新宮

想定される

寸断箇所

那智勝浦

海南

有田

御坊

太地

那智勝浦町

１４ｍ

熊野大泊

国道

42

国道

42

国道

42

新宮北

紀宝

串本

熊野

供用済

事業中

：

尾鷲北

尾鷲南

紀伊長島

勢和多気

御浜町

１６ｍ

熊野市
１７ｍ

紀宝町

１１ｍ

１３ｍ
太地町

１７ｍ
串本町

１９ ｍ
すさみ町

１６ｍ
白浜町

１２ｍ
田辺市

１６ｍ
御坊市

１０ｍ
有田市

８ｍ
海南市

１４ｍ
新宮 市

８ｍ
和歌山市

事業中区間の

早期整備

： 津波で橋梁の流失が想定される箇所

赤字 ： 南海トラフの巨大地震による最大津波高
和歌山県の津波高は「H25.3和歌山県公表資料」、
その他津波高は「H24.8内閣府公表資料」による

紀伊半島

紀勢大内山

大宮大台

印南

みなべ

四国

未事業化区間
徳島県美波～海部：約２３km

：事業中区間

■凡例

：開 通 済
（暫定２車線含む）

：未事業化区間

：主な直轄国道

黒潮町:34m
室戸市:24m

美波町:24m

芸

西
西

安
田 奈

半
利

阿南

小野

須崎市:25m

高知市:16m

今治

今治湯ノ浦

未事業化区間
高知県奈半利～安田：約４km

八
幡
浜

大
洲
北
只

黒
潮
拳
ノ
川

愛南町:17m

宿
毛
和
田

宿
毛
新
港

御
荘

一
本
松

未事業化区間
高知県宿毛和田～宿毛新港：約７km
愛媛県一本松～御荘：約１０km



(14) 発災直後の緊急物資と経済活動を確保する耐震強化岸壁等の整備による
災害に強い港湾づくりへの支援

◆大規模地震発生時の緊急物資輸送と経済活動を維持する耐震強化岸壁および粘り強い防波堤の整備による
災害に強い港湾づくりのための国の十分な予算の確保、および耐震強化岸壁を有する防災上の拠点となる
港湾への十分な予算配分を行うこと 15

提 言

主な自動車組立工場

２．経済活動の確保
自動車産業が集積している愛知県における

●南海トラフ地震の地震動予測

４．岸壁の耐震強化整備

早期の対策が必要

通常岸壁よりも耐震性の高い耐震強化岸壁を整備するこ
とで、発災直後から緊急物資の輸送と経済活動の再開が
可能

・自動車産業の停止により我が国の経済活動の停滞が懸念

震度6弱以上の震度予測
(過去地震最大ﾓﾃﾞﾙにより予測)

震度６弱以上の地域に

「人口」「産業」が集中

耐震強化岸壁耐震強化岸壁

利用不可能 利用可能

通常岸壁 耐震強化岸壁

土圧の
軽減

地盤の液状化対策の実施

土
圧
に
対
す
る

抵
抗
力
の
強
化

整備中・未整備の耐震強化岸壁（緊急物資）

東日本大震災の事例東日本大震災の事例

通常岸壁

耐震強化岸壁

陥没
正常な岸壁法線

大きく変位

整備中・未整備の耐震強化岸壁（幹線貨物）

１．緊急物資輸送ルート（海上）の確保

エリア
耐震強化岸壁・防波堤の
整備・改良が必要な港湾

伊勢湾
名古屋、衣浦、三河、

四日市

駿河湾
清水、御前崎、

下田

３．岸壁・防波堤の整備状況

「くまで」作戦：海上輸送部分をくまで
の柄の部分、耐震強化岸壁から背
後被災地へ向けての陸上輸送部分
をくまでのかぎ爪の部分に見立てた
緊急物資輸送作戦

大規模地震に備えた施設整備が急務

粘り強い構造の
防波堤を整備す
ることにより、
港湾及びその背
後地を津波等か
ら守ることが可
能

５．粘り強い構造
の防波堤整備

出展：中部地方整備局資料

・地域住民の命と生活を守るため発災直後に緊急物資（衣料、食品、飲料水、日用
品、

臨時避難用の住宅建材等）が必要
・海上からの「くまで」作戦を機能させるためには、耐震強化岸壁や粘り強い構造の
防波堤が不可欠

出展：国土交通省資料

粘り強い構造とするための具体的な補強策粘り強い構造とするための具体的な補強策



(15)医療施設や防災拠点等人命にかかわる重要施設の機能を維持するために必要な水道施設の耐震化及び応
急給水や応急復旧の事前対策の促進

◆医療施設や防災拠点等人命にかかわる重要施設の機能を維持するために必要な水道施設の耐震化について生活基盤施設耐
震化等交付金事業の採択要件を撤廃するとともに、交付率の引き上げ及び財源の十分な確保を図ること

◆災害時において迅速に飲料水を供給するため、応急給水や応急復旧などの事前対策に対する財政支援制度の充実を図ること

提 言

●南海トラフ地震発生時には甚大な被害が想定されているものの、水道施設については、耐震化（更新・耐震補強）が十分でない
●水道施設の被災により、大量の水を使用する医療施設等人命に関わる重要施設の機能の維持が困難となる

●被災地の水道事業者は、応急給水を発災後速やかに実施しなければならないが、ＢＣＰの策定は進んでおらず、応急給水・復旧に必要な資機材の準備も
十分ではない

交付金制度の改善及び新たな財政支援制度の創設

基幹施設の耐震化の状況
※数値は令和２年度末時点 （単位：％）
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●採択要件の撤廃などが必要

・水道施設の耐震化に対する交付金制度があるものの、「資本単価９０円/ｍ３以上」等の

採択要件があるため、採択されない事業体が多い。

・平成２８年度に、基幹管路に対しては資本単価要件を条件としない水道管路緊急改善事業

が新設されたものの、「経過年数40年以上」等の採択要件があり、耐震化が促進されない。

●交付率の引き上げが必要

・国の交付金制度のうち耐震化に対する事業については、交付率が１／４～１／３となってお

り、早期に耐震化を進めるためには、市町村の負担が大きい。

課 題

※交付金制度：生活基盤施設耐震化等交付金事業

応急給水・復旧に向けた事前対策の現状

出典：（公社）日本水道協会（H29.2）地震等緊急時対応特別調査委員会応援体制検討小委員会報告書（一部加工）

●水道事業者の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況
策定している 25.8％ 策定していない 74.2％

対象：（公社）日本水道協会会員1,361 回答事業体数 965

●給水車による応急給水可能量の試算（最大ケース２日目）

耐震化を進めるためには 円滑な応急給水・復旧を行うには

（公社）日本水道協会支部 ①給水車保有台数（重点受援県）
   と派遣可能台数の合計（台）

②給水車運搬量（㎥/日）
　 ①×12㎥/台 ③応急給水必要水量（㎥） ②/③％

中部地方 397 4,764 33,702 14.14%
関西地方 28 336 2,316 14.51%
中国四国地方 103 1,236 9,292 13.30%
九州地方 54 648 4,753 13.63%

●国の『防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策』の中長期目標では、
「2028年までに基幹管路の耐震適合率を60％以上にする」との目標が掲げられているが、
耐震化が進んでいない。

●水道事業者の応急給水・応急復旧に向けた対策が必要
多くの水道事業者は小規模で経営基盤が脆弱であり、応急対

策の前提となる必要な資機材等を準備することが困難な状況に
ある。

※下水道事業では・・・
平成21年度から「防災」と「減災」を組み合わせた対策（下水道総合地

震対策事業）を実施するとともに、ソフト事業を含めた幅広い事業を一体
的に支援する制度（効果促進事業）を実施している。

静岡県 愛知県 三重県 和歌山県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 大分県 宮崎県

基幹管路 42.5 59.3 32.5 31.0 27.7 36.8 31.7 23.8 37.4 29.0

浄水施設 49.5 65.7 67.4 14.1 28.3 52.0 58.9 35.0 27.7 21.5

配水池 69.8 87.9 67.4 54.1 38.9 60.6 65.8 78.3 55.4 41.6



１ 南海トラフ地震発生時の医療救護の課題（応急期）

出典：H24.8.29南海トラフ巨大地震対策検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ（第一次報告）「各都道府県で負傷者が最大となるケース」より

県名 静岡 愛知 三重 和歌山 徳島 香川 愛媛 高知 大分 宮崎

想定最大
負傷者数

92,000 100,000 66,000 39,000 34,000 23,000 48,000 47,000 5,100 23,000

インフラやライフラインの寸断に
より、被災地内の医療機能や搬
送能力が低下する。

また、外からの支援の到着にも
時間を要する。

① 同時に、広域で、大量の負傷者が発生

② インフラやライフラインが寸断

既存の医療資源では絶対的に不足！ 救われた命をつなぐためには、

(1) 医療支援チームの迅速かつ大量、継続的な
投入体制の構築
・被害想定はもとより感染症の対策も踏まえた

計画的なＤＭＡＴの養成
・継続的な派遣体制の構築

(2) 医療資源が不足する孤立地域に
医療モジュールと運営人材を迅
速に配置する体制の整備

(3) 海外からの医療支援チームの受入れを想定し
た体制の整備

(4) 重症者を被災地外で治療する

ための搬送機能の抜本強化

①被災地外からの支援機能の強化①地域ごとの医療救護の体制づくり

(1) 地域の医療救護活動の具体化（計画策定、
訓練による検証、計画のバージョンアップ）

(2) 医療救護の人材確保（医療従事者､県民）
(3) 医療機関の災害対応力の強化（耐震化、

自家発電設備、給水設備の整備強化、
燃料備蓄、資機材整備、ＢＣＰ策定）

◆各県における被災地内の医療救護体制の充実を図る取り組みへの支援について、
財政面を含めた一層の強化を図ること

◆被災地外からの人的・物的支援機能の強化に必要な体制を早急に構築すること

②地域をバックアップする体制づくり

(1) 県内医師やDMAT等を参集拠点から
地域へ運ぶ仕組みの構築

(2) SCUなど地域の活動拠点の機能整備
及び維持・強化

被
災
地
外
か
ら
の
支
援

耐震化した透析医療機関

地
域
へ
の
支
援

〔高知県:医療従事者搬送計画の検討ｲﾒｰｼﾞ〕

被災地域の医療資源を総動員した「踏ん張りのきく」体制づくり
⇒ 計画的に活用できる財源が必要！

被害想定を踏まえた、国を挙げた具体的な
支援体制づくり ⇒ さらなる強化が必要！

提 言

２ 後方搬送だけに頼らない、より負傷者に近い場所での
医療救護活動（「前方展開型」の医療救護活動）を強化する必要

３ 被災地外から被災地への迅速かつ大量の

支援投入を可能とすることが必要

①や②のような被害想定に対し
て、医療支援チームの数や支
援体制などが十分とは言えな
い。

③ 想定される被害に比べ
支援機能が十分でない

総合防災拠点

総合防災拠点＋ＳＣＵ

高知大学医学部（ＤＭＡＴ県内参集拠点、総合防災拠点、ＳＣＵ）

高知県:SCUへの資機材整備

＋

〔高知県:医師向け災害医療研修の様子〕

〔写真はいずれも陸上自衛隊HPより〕

(16)医療資源が絶対的に不足する事態を回避するための災害時における医療救護体制の強化
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S-net
(防災科研）

DONET
(防災科研）

気象庁の観測
システム

N-net
(防災科研が

整備中）

地震・津波観測網の整備と活用の現状

地震・津波観測網の活用面での課題

地震・津波観測網を広域的な津波即時予測
に活用できれば・・・

●津波即時予測結果の
広域的な提供の実現
●予測結果を太平洋側
の地方自治体や関係機
関間で情報共有するこ
とによる、迅速かつ効
果的な災害応急対策活
動（救急・救助や緊急
輸送など）の実現
●様々なデータとの組
み合わせやSIP4Dなど
の共通基盤との連携に
よる予測や活用の高度
化の実現
●システムをクラウド
化することによる強靭
なデータセンターでの
運営の実現

〇日本海溝沿いの海域にはS-net、南海トラフ沿い
の海域にはDONETがそれぞれ稼働済である。高知県
から日向灘の海域にはN-netが現在整備中であり、
早期の完成が極めて重要である。
〇DONET等の観測データは、気象庁から発表される
緊急地震速報等に活用されている。

津波即時予測に必要な広域的
な津波観測網が整備中

津波即時予測の提供
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○発災後72時間を想定した人命救助のためには、使
用可能な緊急輸送ルートや重要施設等、迅速な応急
対策活動の立案につながる情報が必要不可欠。
〇しかし、発災直後の沿岸部の津波による被災状況
を広域的かつ面的に推定し応急対策活動の立案につ
なげることができる情報源は、和歌山県や三重県等
が運用している「地震・津波観測網を利用した予測
システム」等、地方自治体独自の取組にとどまって
いる。

（１7）広域的な「地震・津波観測網を利用した予測システム」の整備

①足摺岬沖～日向灘海域における地震・津波観測網の早期完成、空白地帯の解消を図ること。
②広域的な「地震・津波観測網を利用した予測システム」を整備し、浸水予測範囲等の予測結果を地方自治体や関
係機関間で共有できるようにすること。
③「地震・津波観測網を利用した予測システム」の予測機能の高度化、及びクラウド化・冗長化を実現することに
よりシステム運用の安定性を高めること。

提 言

高精度な津波即時予測

津波予測の高度化

発災後の災害応急対策業務
を想定した活用が限定的

効果的な災害応急対策活動のために 発災直後の津波の状況を関
係機関間で共有できること
が重要

○地震・津波観測網を活用した津波即時予測結果を
地方自治体や関係機関間の共通の情報源として確保
し、津波被害が大きい地域を推定、概観できること
で、発災直後の迅速かつ効果的な災害応急対策活動
が可能となる。
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